
学校における教員不足と長時間過密労働解消のために基礎定数改善による 

正規教員増を求める意見書                   

                     

深刻な教員不足の主な原因は、教員雇用の非正規依存が進み教員供給が不安定化

したことにあります。２０２１年度の公立学校教員の非正規率は小、中、高ともに

２０％に迫り、特別支援学校は実に２２．４％になりました。 

その背景には、義務教育費国庫負担割合の２分の１から３分の１への縮減など、

２０００年代以来の教職員給与費制度の改変も影響しています。 

また、教員の長時間過密労働の表面化による教職希望者の減少も教員不足の要因

となっています。長時間労働の常態化は深刻で、精神疾患による休職者は２０２２

年度に過去最多の６，５３９人を記録しました。授業準備時間も不十分なままに指

導し続ける過密労働は、学校教育に対する不信を招く結果ともなっています。こう

した教育現場の実態を早急に改善し、教員の人権を擁護することが喫緊の課題です。 

教員不足と長時間過密労働を解消することと、子どもの学習権を保障することを

両立させるには、正規教員を増やすことが不可欠です。 

義務標準法では、公立小中学校の教員標準定数を基礎定数と加配定数の組み合わ

せにより算定していますが、近年の定数改善は若干の加配定数増が中心の小規模な

ものにとどまっています。正規教員を増やすには、同法第７条第１項第１号の教員

基礎定数の算定方法（標準学級数×乗ずる数における「乗ずる数」の数値）を改正

して学級担任外教員数を増やし、各教員の授業担当コマ数を減らすことが効果的で

す。 

「乗ずる数」を１．２倍に改善するだけで、教諭の週平均授業担当コマ数を、小

学校なら１日平均４コマに、中学校なら１日平均３コマに減少させることができま

す。そのために必要な予算額は約６，２５７億円であり、現実的な政策といえます。 

２０２１年に小学校全学年３５人学級制が４１年ぶりに実現しましたが、諸外国

と比べて３５人はもはや「少人数学級」とは呼べず、中学・高校は未だ４０人学級

のままと課題が残ります。 

「乗ずる数」にいたっては１９９３年以来３０年間改正されず、教育ニーズが増

大する教育現場の実態に合わなくなっています（高校標準法第９条は、収容定員数

を「除すべき数」で割ることで標準教員数を算定）。 

教育条件を改善するため、以下の内容を含む教職員定数改善計画を策定し、教員

基礎定数の算定方法を改善し正規教員を抜本的に増やすことを求めます。 

記 

１．公立小中学校・高等学校の学級編制標準を改正し、少人数学級制をさらに拡充

すること。 

２．「乗ずる数」「除すべき数」の数値を改正し、教員の授業担当コマ数の軽減を行

うこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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